
 

（新） 作業規程の準則（平成 28 年 3 月 31 日一部改正版） （旧） 作業規程の準則（平成 25 年 3 月 29 日一部改正版） 

第３編 地形測量及び写真測量 第３編 地形測量及び写真測量 

第１章 通  則 第１章 通  則 

第１節 要 旨 第１節 要 旨 

（要旨） 

第７８条  （略） 

２ （略） 

３ 「数値地形図データ」とは地形、地物等に係る地図情報を位置、形状を表す座標データ及び内容を表す

属性データ等として、計算処理が可能な形態で表現したものをいう。 

（要 旨） 

第７８条  （略） 

２ （略） 

３ 「数値地形図データ」とは地形、地物等に係る地図情報を位置、形状を表す座標データ、内容を表す属

性データ等として、計算処理が可能な形態で表現したものをいう。 

第２節 製品仕様書の記載事項 第２節 製品仕様書の記載事項 

（製品仕様書） 

第７９条 製品仕様書は、当該地形測量及び写真測量の概覧、適用範囲、データ製品識別、データの内容及

び構造、参照系、データ品質、データ製品配布、メタデータ等について体系的に記載するものとする。 

（製品仕様書） 

第７９条 製品仕様書は当該地形測量及び写真測量の概覧、適用範囲、データ製品識別、データの内容及び

構造、参照系、データ品質、データ製品配布、メタデータ等について体系的に記載するものとする。 

第３節 測量方法 第３節 測量方法 

（要旨） 

第８１条 製品仕様書で定めた数値地形図データ等を作成するための測量方法は、第２章から第１０章まで

の規定に示す方法に基づき実施するものとする。 

（要 旨） 

第８１条 製品仕様書で定めた数値地形図データ等を作成するための測量方法は、第２章から第９章までの

規定に示す方法に基づき実施するものとする。 

第４節 図 式 第４節 図 式 

（図式） 

第８２条  （略） 

２～４ （略） 

５ 多言語による表記を行う場合は、付録８を標準とする。 

（図 式） 

第８２条 （略） 

２～４ （略） 

（新規） 

第２章 現地測量 第２章 現地測量 

第１節  要 旨 第１節  要 旨 

（要旨） 

第８３条 「現地測量」とは、現地においてＴＳ等又はＧＮＳＳ測量機を用いて、又は併用して、地形、地物

等を測定し、数値地形図データを作成する作業をいう。 

（要 旨） 

第８３条 「現地測量」とは、現地においてＴＳ等又はＧＮＳＳ測量機を用いて、又は併用して地形、地物等

を測定し、数値地形図データを作成する作業をいう。 

第２節 作業計画 第２節 作業計画 

（要旨） 

第８８条 （略） 

（要 旨） 

第８８条 （略） 

第３節 基準点の設置 第３節 基準点の設置 

（要旨） 

第８９条 （略） 

（要 旨） 

第８９条 （略） 

第４節 細部測量 第４節 細部測量 

（要旨） （要 旨） 



第９０条 （略） 

２ 細部測量における地上座標値は、ミリメートル位とする。 

３ （略） 

第９０条 （略） 

２ 細部測量における地上座標値は、ミリメートル単位とする。 

３ （略） 

第１款 ＴＳ点の設置 第１款 ＴＳ点の設置 

（キネマティック法又はＲＴＫ法によるＴＳ点の設置） 

第９３条 （略） 

２ 観測は、２セット行うものとする。セット内の観測回数及びデータ取得間隔等は、次項を標準とする。

１セット目の観測値を採用値とし、観測終了後に再初期化をして、２セット目の観測を行い、２セット目

を点検値とする。 

３ 観測の使用衛星数及び較差の許容範囲等は、次表を標準とする。 

 

 

４ 標高を求める場合は、国土地理院が提供するジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、楕円体

高を補正して求めるものとする。 

使用衛星数 観測回数 データ取得間隔 許容範囲 備     考 

５衛星以上 

ＦＩＸ解

を得てか

ら１０エ

ポック以

上 

１秒 

 

（ただし、キネ

マティック法は 5

秒以下） 

ΔＮ 

ΔＥ 
20mm 

ΔＮ：水平面の南北成分のセット間較

差 

ΔＥ：水平面の東西成分のセット間較

差 

ΔＵ：水平面からの高さ成分のセット

間較差 

ただし、平面直角座標値で比較するこ

とができる。 

ΔＵ 30mm 

摘  要 

ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。ただ

し、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上を用いるこ

と。 

（キネマティック法又はＲＴＫ法によるＴＳ点の設置） 

第９３条 （略） 

２ 観測は、干渉測位方式により２セット行うものとする。セット内の観測回数及びデータ取得間隔等は、

次項を標準とする。１セット目の観測値を採用値とし、観測終了後に再初期化をして、２セット目の観測

を行い、２セット目を点検値とする。 

３ 観測の使用衛星数及び較差の許容範囲等は、次表を標準とする。 

 

 

４ 標高を求める場合は、国土地理院が提供するジオイドモデルによりジオイド高を補正して求めるものと

する。 

使用衛星数 観測回数 データ取得間隔 許容範囲 備     考 

５衛星以上 

ＦＩＸ解

を得てか

ら１０エ

ポック以

上 

１秒 

 

（ただし、キネ

マティック法は 5

秒以下） 

ΔＮ 

ΔＥ 
20mm 

ΔＮ：水平面の南北方向のセット間較

差 

ΔＥ：水平面の東西方向のセット間較

差 

ΔＵ：水平面からの高さ方向のセット

間較差 

ただし、平面直角座標値で比較するこ

とができる。 

ΔＵ 30mm 

摘  要 
ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。ただ

し、ＧＰＳ衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上を用いること。 

（ネットワーク型ＲＴＫ法によるＴＳ点の設置） 

第９４条 （略） 

２～４ （略） 

５ 標高を求める場合は、国土地理院が提供するジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、楕円体高

を補正して求めるものとする。 

（ネットワーク型ＲＴＫ法によるＴＳ点の設置） 

第９４条 （略） 

２～４ （略） 

５ 標高を求める場合は、国土地理院が提供するジオイドモデルによりジオイド高を補正して求めるものと

する。 

 

 

第２款 地形、地物等の測定 第２款 地形、地物等の測定 

（要旨） 

第９５条 （略） 

（要 旨） 

第９５条 （略） 

（ＴＳ等を用いる地形、地物等の測定） 

第９６条 （略） 

（ＴＳ等を用いる地形、地物等の測定） 

第９６条 （略） 



２ （略） 

３ （略） 

 一 （略） 

二 標高点の密度は、地図情報レベルに４センチメートルを乗じた値を辺長とする格子に 1点を標準と

し、標高点数値はセンチメートル位で表示するものとする。 

三・四 （略） 

４～８ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

 一 （略） 

二 標高点の密度は、地図情報レベルに４センチメートルを乗じた値を辺長とする格子に 1点を標準と

し、標高点数値はセンチメートル単位で表示するものとする。 

三・四 （略） 

４～８ （略） 

（キネマティック法又はＲＴＫ法による地形、地物等の測定） 

第９７条 （略） 

２ （略） 

３ 観測は、１セット行うものとし、観測の使用衛星数及びセット内の観測回数等は、次表を標準とする。 
 
 

使用衛星数 観 測 回 数 データ取得間隔 

５衛星以上 
ＦＩＸ解を得てから 10エポック以

上 

１秒（ただし、キネマティック法は 5 秒以

下） 

摘   要 
ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。

ただし、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上用

いること。 
 

４ （略） 

５ 許容範囲等は、次表を標準とする。 

 

 

６ （略） 

７ 標高を求める場合は、国土地理院が提供するジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、楕円体高

を補正して求めるものとする。 

項       目 許容範囲 備     考 

セット間較差 

ΔＮ 
ΔＥ 

20mm 
ΔＮ：水平面の南北成分のセット間較差 

ΔＥ：水平面の東西成分のセット間較差 

ΔＵ：水平面からの高さ成分のセット間較差 

ただし、平面直角座標値で比較することができる。 ΔＵ 30mm 

（キネマティック法又はＲＴＫ法による地形、地物等の測定） 

第９７条 （略） 

２ （略） 

３ 観測は、干渉測位方式により１セット行うものとし、観測の使用衛星数及びセット内の観測回数等は、

次表を標準とする。 
 

使用衛星数 観 測 回 数 データ取得間隔 

５衛星以上 
ＦＩＸ解を得てから 10エポック以

上 

１秒（ただし、キネマティック法は 5 秒以

下） 

摘   要 
ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。

ただし、ＧＰＳ衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上用いるこ

と。 
 

４ （略） 

５ 許容範囲等は、次表を標準とする。 

 

 

６ （略） 

７ 標高を求める場合は、国土地理院が提供するジオイドモデルによりジオイド高を補正して求めるものとす

る。 

項       目 許容範囲 備     考 

セット間較差 

ΔＮ 
ΔＥ 

20mm 
ΔＮ：水平面の南北方向のセット間較差 

ΔＥ：水平面の東西方向のセット間較差 

ΔＵ：水平面からの高さ方向のセット間較差 

ただし、平面直角座標値で比較することができる。 ΔＵ 30mm 

（ネットワーク型ＲＴＫ法による地形、地物等の測定） 

第９８条 （略） 

２ （略） 

３ 観測は、１セット行うものとし、観測及び許容範囲等は、前条第３項から第６項までの規定を準用す

る。 

４ （略） 

（ネットワーク型ＲＴＫ法による地形、地物等の測定） 

第９８条 （略） 

２ （略） 

３ 観測は、干渉測位方式により 1セット行うものとし、観測及び許容範囲等は、前条第３項から第６項ま

での規定を準用する。 

４ （略） 



５ 標高を求める場合は、国土地理院が提供するジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、楕円体

高を補正して求めるものとする。 

５ 標高を求める場合は、国土地理院が提供するジオイドモデルによりジオイド高を補正して求めるものと

する。 

第５節 数値編集 第５節 数値編集 

（要旨） 

第９９条 （略） 

（要 旨） 

第９９条 （略） 

（数値編集の点検） 

第１００条 数値編集の点検は、編集済データ及び編集済データの出力図を用いて行うものとし、編集済デー

タはスクリーンモニターを用い、編集済データの出力図は自動製図機等による出力図を用いて行うものとす

る。 

２ （略） 

（数値編集の点検） 

第１００条 数値編集の点検は、編集済データ及びその出力図を用いてスクリーンモニター又は自動製図機等

によるその出力図を用いて行うものとする。 

 

２ （略） 

第６節 補備測量 第６節 補備測量 

（要旨） 

第１０１条 「補備測量」とは、取得漏れや経年変化等をＴＳ等により、現地で直接測量する作業をいう。 

２～４ （略） 

（補備測量） 

第１０１条 補備測量は、次のとおり行うものとする。 

２～４ （略） 

第７節 数値地形図データファイルの作成 第７節 数値地形図データファイルの作成 

（要旨） 

第１０２条 （略） 

（要 旨） 

第１０２条 （略） 

第９節 成果等の整理 第９節 成果等の整理 

（成果等） 

第１０５条 （略） 

一 （略） 

  二 精度管理表 

  三 品質評価表 

 四・五 （略） 

（成果等） 

第１０５条 （略） 

一 （略） 

二 品質評価表及び精度管理表 

（新規） 

三・四 （略） 

第３章 車載写真レーザ測量 （新規） 

第１節 要 旨 （新規） 

（要旨） 

第１０６条 「車載写真レーザ測量」とは、車両に自車位置姿勢データ取得装置及び数値図化用データ取得装

置を搭載した計測・解析システム（以下「車載写真レーザ測量システム」という。）を用いて道路及びその周

辺の地形、地物等を測定し、取得したデータから数値図化機及び図形編集装置により数値地形図データを作

成する作業をいう。 

２ 道路の周辺に適用する場合は、車載写真レーザ測量システムの性能を踏まえ、所定の精度が得られる範囲

とする。 

（新規） 

（数値地形図データの地図情報レベル） 

第１０７条 車載写真レーザ測量により作成する数値地形図データの地図情報レベルは、５００及び１０００

を標準とする。 

（新規） 

（工程別作業区分及び順序） 

第１０８条 工程別作業区分及び順序は、次のとおりとする。 

（新規） 



一 作業計画 

二 調整点の設置 

三 移動取得及びデータ処理 

四 数値図化 

五 現地補測 

六 数値編集 

七 数値地形図データファイルの作成 

八 品質評価 

九 成果等の整理 

第２節 作業計画 （新規） 

（要旨） 
第１０９条 作業計画は、第１１条の規定によるほか、工程別に作成するものとする。 

（新規） 

第３節 調整点の設置 （新規） 

（要旨） 

第１１０条 本章において「調整点の設置」とは、既設点のほかに解析結果の点検や調整処理に必要な水平位

置及び標高の基準となる点（以下「調整点」という。）を設置する作業をいう。 

（新規） 

（調整点の設置） 

第１１１条 調整点は、走行区間の路線長や景況に応じて２点以上を、次の各号の順で設置することを原則と

する。 

一 ＧＮＳＳ衛星からの電波の受信が困難な箇所 

二 カーブや右左折等の進路変動箇所 

三 取得区間の始終点 

２ 調整点は、数値図化用データ上で明瞭に確認できる地物とする。ただし、それらが存在しない場合には標

識、反射テープ等を使用して設置するものとする。 

（新規） 

（調整点の精度） 

第１１２条 調整点の精度は、数値地形図データの地図情報レベルに応じて、次表を標準とする。 
精度 

地図情報レベル   
水平位置 
（標準偏差） 

標高 
（標準偏差） 

500 0.1ｍ以内 0.1ｍ以内 

1000 0.1ｍ以内 0.1ｍ以内 

２ 各取得区間における解析結果の調整処理に用いる調整点間の距離の許容範囲は、次表を標準とする。 

 

調整点間の距離 許容範囲 

500ｍ以上 点間距離の 1/10,000 

500ｍ未満 50mm 
 

（新規） 

（方法） 

第１１３条 調整点の設置は、第２編第２章の基準点測量に準じた観測、または、第３編第２章第４節第１款

のＴＳ点の設置に準じて行うものとする。ただし、前条に規定する精度を確保し得る範囲内において、既知

（新規） 



点間の距離、調整点間の距離、路線長等は、この限りでない。 

第４節 移動取得及びデータ処理 （新規） 

第１款 移動取得 （新規） 

（要旨） 

第１１４条 「移動取得」とは、車載写真レーザ測量システムを用いて、自車位置姿勢データ及び数値図化用

データを生成するためのデータを取得する作業をいう。 

（新規） 

（車載写真レーザ測量システム） 

第１１５条 車載写真レーザ測量システムは、自車位置姿勢データ取得装置、数値図化用データ取得装置及び

解析ソフトウェアで構成するものとする。 

一 自車位置姿勢データ取得装置は、ＧＮＳＳ測量機、ＩＭＵ（慣性計測装置）及び走行距離計等で構成す

るもので、それらが適切に同期され、解析処理に必要な自車位置姿勢データを取得できるものとする。 

二 数値図化用データ取得装置は、レーザ測距装置又は、レーザ測距装置と計測用カメラを併用し、数値図

化用データを生成するためのデータを取得できるものとする。 
三 レーザ測距装置のみによる数値図化用データ取得装置には、参照用写真を撮影するための参照用カメラ

が備えられているものとする。 

四 車載写真レーザ測量システムを構成する機器は、車両に堅固に固定できるものとする。 
２ 自車位置姿勢データ取得装置は、水平位置０．１５メートル以内、標高０．２メートル以内の精度を有す

るものとする。 

３ ＧＮＳＳ測量機は、別表１「測量機級別性能分類表」に規定する性能を有し、かつ１秒以下の間隔でデー

タが取得できるものとする。 

４ 数値図化用データ取得装置は、次の性能を有するものを標準とする。 

一 計測用カメラの数値図化範囲内における正射影の地上画素寸法は、５センチメートル以内であること。 
二 レーザ測距装置の数値図化範囲における正射影の最少点群密度は、次のとおりとする。 

イ レーザ点群のみによる数値図化に用いる場合は、４００点/m2以上であること。 

ロ 複合表示による立体的構造を持つ地物の数値図化及び距離を得るために用いる場合は、５０点/m2 以

上であること。 

ハ 複合表示による平面的構造を持つ地物の数値図化に用いる場合は、２５点/m2以上であること。 

三 レーザ測距装置は、スキャン機能を有すること。 

５ 参照用カメラは、次の性能を有するものとする。 

一 レーザ測距装置の照射範囲が網羅できること。 

二 数値図化対象の地物が十分に判読できる解像度を有すること。 

６ 解析ソフトウェアは、次の性能を有するものとする。 

一 自車位置姿勢データに基づいて、数値図化用データが作成できること。 

二 調整点から自車位置姿勢の軌跡座標を算出し、調整処理できること。 

（新規） 

（キャリブレーション） 

第１１６条 車載写真レーザ測量システムは、キャリブレーションを実施したものを使用するものとする。 

２ 固定式システムとは、車載写真レーザ測量システムを構成する機器の空間的配置を、作業者が変更できな

いものをいう。 

（新規） 



３ キャリブレーションの有効期間は、次のとおりとする。 

一 固定式システムについては、１年を標準とする。 

二 着脱式システムについては、６ヶ月を標準とする。 

（移動取得計画） 

第１１７条 移動取得を行うに当たっては、走行区間及び取得区間を決定し、移動取得計画図を作成するもの

とする。 

２ 走行区間は、自車位置姿勢データ取得装置の初期化から終了処理までの区間とし、取得区間への進入及び

退出においては、ＧＮＳＳ衛星からの電波の安定した受信と車両の安定した走行ができるものとする。 

３ 取得区間は、数値図化用データ取得装置によりデータを取得する区間とし、次の各号に留意して決定する

ものとする。 

一 ＧＮＳＳ衛星からの電波の安定した受信が可能な取得区間が連続する場合には、一つの取得区間とする

ことができる。 

二 ＧＮＳＳ衛星からの電波の安定した受信が長時間にわたって期待できない箇所では、自車位置姿勢デー

タ取得装置のセルフキャリブレーションが行える待避場所を確保するものとする。 

三 車両の走行が可能で、かつ数値図化が適切に行える幅員でなければならない。 

４ 移動取得計画の策定に当たっては、次の各号に留意するものとする。 

一 取得区間の道路幅員を調査するとともに、立体交差部、側道部、取り付け道路部、道路工事、積雪等、

移動取得の障害となるものの有無について確認する。 

二 ＧＮＳＳ衛星の配置を事前に確認し、適切な移動取得ができるようにする。 

三 車両の走行速度は、数値図化用データ取得装置が所定の地上画素寸法又はレーザ点群密度を得ることが

でき、かつ欠測の生じない速度とする。 

四 同一区間での取得を複数回行う必要がある場合には、それらの数値図化用データの合成が適切に行える

ようにする。 

５ 固定局は、取得区間との基線距離を原則１０キロメートル以内とし、やむを得ない場合でも３０キロメー

トルを超えないものとする。なお、固定局には、電子基準点を用いることができる。 

（新規） 

（移動取得） 

第１１８条 移動取得は、移動取得計画に基づき、次の各号のデータを適切に取得するものとする。 

一 自車位置姿勢データ取得装置を用いて、次のとおりＧＮＳＳ観測データ、ＩＭＵによる加速度及び角速

度データ等を取得する。 

イ 固定局のＧＮＳＳ観測データ取得間隔は、１秒以下とする。 

ロ ＧＮＳＳ測量機のＧＮＳＳ観測データ取得間隔は、１秒以下とする。 

二 数値図化用データ取得装置を用いて、計測用カメラによる写真、レーザ測距装置による距離データ等を

取得する。 

２ 移動取得を開始するに当たっては、次の各号により使用する機器の初期化を行うものとする。 

一 初期化は、車載写真レーザ測量システムの機器構成を考慮して行うものとする。 

二 ＧＮＳＳ測量機の初期化は、ＧＮＳＳ衛星の最低高度角１５度を標準とする。 

三 使用するＧＮＳＳ衛星の数は、第３７条第２項第二号の規定を準用する。 

３ 移動取得時は車両の安定走行に努めるものとし、交通状態、気象状態、衛星状態、光量及び太陽高度等を

（新規） 



勘案し、随時、取得区間を見直すものとする。 

４ 移動取得を終了するに当たっては、第２項に準じて使用する機器の終了処理を行うものとする。 

（既知点との整合） 

第１１９条 固定局を現地の既知点に設置しない場合、移動取得前に作業地域の既知点とＧＮＳＳ観測で得ら

れる座標値の整合を確認し、必要に応じて既知点との整合を行うものとする。 

２ 既知点との整合の確認及び方法は、第９４条第４項に準じて行うものとする。 

３ 標高を求める場合は、国土地理院が提供するジオイド・モデルより求めたジオイド高を用いて、楕円体高

を補正して求めるものとする。 

（新規） 

（取得結果の点検及び再移動取得） 

第１２０条 移動取得の終了後は、速やかにデータの取得状況及び取得したデータの良否を点検するものとす

る。 

２ 点検の結果、取得状況又は取得したデータが良好でなかった区間において速やかに再移動取得を行うもの

とする。ただし、取得状況の改善が見込めない場合や再移動取得を行うことが非効率である場合は、調整点

による調整処理を行うものとする。 

（新規） 

第２款 データ処理 （新規） 

（要旨） 

第１２１条 「データ処理」とは、車両に搭載された数値図化用データ取得装置の計測位置と姿勢を解析して、

数値図化用データの作成及び調整点との調整処理等を行うことをいう 

（新規） 

（解析処理） 

第１２２条 解析処理は、移動取得の終了後に行うものとする。 

２ 解析処理は、ＧＮＳＳ測量機、ＩＭＵ、走行距離計等から得られたデータを用い、キネマティック解析析

又は最適軌跡解析により自車位置姿勢データを求めることをいう。 

３ 解析処理の結果とキャリブレーションデータを用いて、数値図化用データ取得装置の位置と姿勢を算出す

るものとする。 

（新規） 

（数値図化用データの作成） 

第１２３条 解析処理の終了後は、次の各号のとおり数値図化用データを作成するものとする。 

一 計測用カメラで撮影された写真には、外部標定要素を与えるものとする。 

二 レーザ測距装置により取得された距離データには三次元座標を、反射強度データには位置座標を与える

ものとする。 

三 計測用カメラの写真による正射画像を生成する場合は、レーザ測距装置による標高データで写真を正射

変換するものとする。 

四 色付き点群を生成する場合は、レーザ測距装置によるレーザ点群に、計測用カメラによる写真の色情報

を内挿して作成するものとする。 

   五 数値図化用データは、内挿処理による地上画素寸法や点群密度の細密化を行ってはならない。 

（新規） 

（数値図化用データの点検） 

第１２４条 数値図化用データの作成後は、速やかに点検を行い、精度管理表を作成し、再移動取得又は調整

点による調整処理を行う必要があるか否かを判定するものとする。 
２ 点検は次の各号について行うことを標準とする。 

（新規） 



一 データの収録状況の良否 

二 ＧＮＳＳ衛星からの電波の受信状況 

３ 調整点との調整処理が必要な区間は、次の各号による。 

一 ＧＮＳＳ衛星からの電波を長距離にわたり受信できなかった区間 

二 渋滞等によりＧＮＳＳ衛星からの電波を長時間不均等に受信した区間 

三 位置が所定の精度を満たしていない区間 

４ 数値図化用データと調整点との較差を点検し、次表の精度が得られていない区間については、再移動取得

又は調整点による調整処理を行うものとする。 

 

地図情報レベル 水平位置 

（許容範囲） 

標高 

（許容範囲） 

500 0.15ｍ以内 0.2ｍ以内 

1000 0.30ｍ以内 0.3ｍ以内 

  

（数値図化用データの調整処理） 

第１２５条 数値図化用データの調整処理は、次の各号のいずれかによるものとする。 

一 調整点からＧＮＳＳアンテナの軌跡座標を算出し、解析を再度行う方法による処理 

二 調整点から車載写真レーザ測量システムの軌跡を算出し、解析処理結果に補正値を加え、数値図化用デ

ータを再作成する方法による処理 

三 調整点から数値図化用データの補正値を求めて、数値図化用データを補正する方法による処理 

２ 数値図化用データの調整処理は、速やかに行うものとする。 

（新規） 

（調整処理結果の点検） 

第１２６条 数値図化用データの調整処理後、速やかに調整処理結果の点検を行い、精度管理表を作成し、調

整点の補充の要否を判定するものとする。 

２ 調整点からＧＮＳＳアンテナの軌跡座標を算出して解析を再度行う方法による調整処理結果の点検項目

は、次の各号のいずれかによるものとする。 

一 最適軌跡解析の解の標準偏差、平均値、最大値 

 二 調整処理前後の最適軌跡解析の解の標準偏差の較差 

三 調整処理後の数値図化用データと調整点との較差 

３ 調整点から車載写真レーザ測量システムの軌跡を算出して数値図化用データを再作成する方法及び数値

図化用データの補正値を求めて数値図化用データを補正する方法による調整処理結果の点検項目は、調整処

理に使用した調整点以外の調整点と数値図化用データの較差とする。 

４ 調整処理結果の点検の許容範囲は、第１２４条第４項に準じるものとする。 

（新規） 

（数値図化用データの再作成又は補正） 

第１２７条 調整処理を行った場合には、調整処理結果に基づき、数値図化用データを再作成するか又は補正

するものとする。 

（新規） 

（合成） 

第１２８条 同一取得区間で複数の移動取得を実施した場合は、必要に応じて、作成された数値図化用データ

（新規） 



を合成するものとする。 

２ 合成の方法は、次の各号のとおり行うものとする。 

一 合成は、合成するそれぞれの数値図化用データから共通に認識できる特徴点又は特徴線を４つ以上抽出

し、三次元の座標変換により行うことを原則とする。 

二 合成するそれぞれの数値図化用データを座標変換する場合には、特徴点の取得精度に応じた重量を用い

るものとする。 

三 全体の数値図化用データに部分的な数値図化用データを合成する場合には、部分的な数値図化用データ

を全体の数値図化用データに座標変換するものとする。 

四 第１２５条第１項第二号により調整点から車載写真レーザ測量システムの軌跡を算出し、それぞれの数

値図化用データが再作成された場合には、座標変換を行わずに合成ができるものとする。 

３ 合成のための座標変換に使用した特徴点の残差は、座標軸の各成分の最大値が最大地上画素寸法の範囲内

とする。 

（合成結果の点検） 

第１２９条 合成結果の点検は、合成作業の終了後速やかに行い、精度管理表を作成するものとする。 

（新規） 

（数値図化用データの整理） 

第１３０条 数値図化用データの整理は、次の各号により行うものとする。 

一 第１２３条各号により作成された数値図化用データは、水平位置並びに標高及び色又は反射強度を付加

した三次元点群データとして整理するものとする。 

 二 写真は、写真ファイル名で連結された外部標定要素を付加して整理するものとする。 

（新規） 

第５節 数値図化 （新規） 

（要旨） 
第１３１条 本節において「数値図化」とは、車載写真レーザ測量用数値図化機を用いて、地図情報を数値形

式で取得し、数値図化データを記録する作業をいう。 

（新規） 

（車載写真レーザ測量用数値図化機） 

第１３２条 車載写真レーザ測量用数値図化機は、次の各号のいずれかの方法により数値図化が行える機能を

有するものとする。 

一 コンピュータ内に三次元空間を設け、スクリーンモニター上の複数の画面に異なる投影でレーザ点群と

外部標定要素付き写真を重畳した色付き点群を使用し、地図情報を数値化する複合表示による方法 

二 正射変換した写真や正射表示したレーザ点群又はレーザ反射強度点群を用いて地図情報を数値化する

正射表示による方法 

三 立体的構造物の形状が顕著になるようにレーザ点群を三次元表示し、地図情報を数値化する方法 

２ 車載写真レーザ測量用数値図化機は、数値図化用データの使用可能範囲を表示する機能を有するものとす

る。 

（新規） 

（取得する座標値の位） 

第１３３条 数値図化における地上座標値は、０．０１メートル位とする。 

（新規） 

（数値図化範囲） 

第１３４条 数値図化範囲は道路縁内を原則とし、車載写真レーザ測量システムの性能が数値地形図データの

精度の規定値を超えない範囲で道路縁外も数値図化できるものとする。 

（新規） 



２ 道路縁外を数値図化する場合は、数値図化用データ取得装置から遮蔽される部分を適切な測量方法で補測

するものとする。 

（細部数値図化） 

第１３５条 細部数値図化は、次の各号による。 

一 線状対象物、記号の順序で行うものとし、描画漏れのないように留意しなければならない。 

二 描画は、次条に規定する範囲で行う。 

三 データの位置、形状等は、スクリーンモニターに表示して確認する。 

２ 分類コードは、付録７の数値地形図データ取得分類基準を標準とする。 

３ 陰影やハレーション等の障害により、判読困難な部分又は数値図化不能な部分がある場合は、その部分の

範囲を表示し、第６節現地補測において必要な注意事項を記載するものとする。 

４ 接合は、第２２７条に準拠して行うことを原則とする。 

５ 写真の正射表示による方法により細部数値図化を行う場合は、次の各号に留意するものとする。 

一 段差のある箇所は、車両に近い箇所を数値図化の基準とする。 

二 写真間の接合部で座標を取得する場合には、中間点とする。 

三 ガードレールや電柱等の立体的構造を持つ地物は、道路との接点で数値図化を行う。 

６ レーザ点群から得られる反射強度の正射表示による方法により細部数値図化を行う場合は、次の各号に留

意するものとする。 

一 数値図化にあたっては参照用写真を参照する。 

二 周辺との反射強度に差がない地物は、参照用写真に加え、現地補測や設計図書等に基づいて数値図化す

る。 

三 電柱等の立体的構造を持つ地物は、レーザ点群による陰影を基に三次元計算によって形状から中心位置

の数値図化を行う。 

７ 複合表示による方法により細部数値図化する場合は、次の各号に留意するものとする。 

一 数値図化範囲全体を三次元空間として扱うことを原則とする。 

二 直線状の地物の中間で座標を取得しないようにする。 

三 段差のある箇所は、車両に近い箇所を数値図化の基準とする。 

四 ガードレール等、立体的構造を持つ線状対象物は、レーザ点群による陰影やレーザ点群による断面を用

いて数値図化を行う。 

五 電柱等の立体的構造を持つ地物は、レーザ点群による陰影を基に三次元計算によって形状の数値図化を

行う。 

（新規） 

（数値図化用データの使用範囲） 

第１３６条 数値図化用データの使用範囲は、次の各号によるものとする。 

一 写真の地上画素寸法は、次表のとおりとする。 

地図情報レベル 地上画素寸法 

500 5cm 以内 

1000 10cm 以内 

二 レーザ点群を数値図化の基準とする場合、レーザの点群密度は、次表のとおりとする。 

地図情報レベル 点群密度 

（新規） 



500 400 点/m2以上 

1000 100 点/m2以上 

三 複合表示による方法で立体的構造を持つ地物の数値図化及び距離を得るためのレーザの点群密度は、次

表のとおりとする。 

地図情報レベル 点群密度 

500 50 点/m2以上 

1000 13 点/m2以上 

四 複合表示による方法で平面的構造を持つ地物の数値図化に用いるレーザ点群密度は、次表のとおりとす

る。 

地図情報レベル 点群密度 

500 25 点/m2以上 

1000 13 点/m2以上 
 

（標高点の選定） 

第１３７条 標高点の選定は、レーザ測距装置により取得したデータより行うものとする。 

２ 標高点の計測位置は、地形判読の便を考慮し、交差点等の形状が明瞭な箇所を選定するものとする。 

３ 標高点の計測間隔は、地図情報レベルに４センチメートルを乗じた距離を標準とする。 

（新規） 

（数値図化データの点検） 

第１３８条 数値図化データの点検は、前条までの工程で作成された数値図化データをスクリーンモニターに

表示させて、参照用写真等を用いて行うものとする。 

２ 数値図化データの点検は、次の項目について行う。また、必要に応じて地図情報レベルの相当縮尺の出力

図を用いるものとする。 

一 取得の漏れ及び過剰並びに平面位置及び標高の誤りの有無 

二 接合の良否 

三 標高点の位置、密度及び測定値の良否 

四 地形表現データの整合 

（新規） 

第６節 現地補測 （新規） 

（要旨） 

第１３９条 本節において「現地補測」とは、数値図化データの出力図を用いて数値地形図データを作成する

ために必要な各種表現事項及び名称等について、地図情報レベルを考慮して現地において確認及び補測し、

数値編集に必要な現地補測データを作成する作業をいう。 

（新規） 

（方法） 

第１４０条 現地補測において確認及び補備すべき事項は、次のとおりとする。 

一 数値図化用データから数値図化できなかった箇所 

二 編集作業において生じた疑問事項及び重要な表現事項 

三 編集困難な事項 

四 境界及び注記 

五 各種表現対象物の表現の誤り及び脱落 

２ 現地補測は、判読又は数値図化が困難な地物等及び移動取得後に変化が生じた地域について、基準点等又

（新規） 



は数値図化データ上で現地との対応が確実な点に基づき、第２章第４節の細部測量により行うものとする。 

（出力図の作成） 

第１４１条 現地補測に使用する出力図の縮尺は、原則として、地図情報レベルに相当する縮尺とする。 

（新規） 

（現地補測結果の点検） 

第１４２条 現地補測の結果の点検は、現地補測データ及び前条の規定により作成した出力図を用い、第１４

０条第１項に規定する事項について行うものとする。 

２ 細部測量の点検は、第２章第４節の細部測量により行うものとする。 

（新規） 

第７節 数値編集 （新規） 

（要旨） 

第１４３条 本節において「数値編集」とは、現地補測等の結果に基づき、図形編集装置を用いて数値図化デ

ータを編集し、編集済データを作成する作業をいう。 

（新規） 

（数値編集） 

第１４４条 図形編集装置に入力したデータについて、追加、削除、修正等の処理を行い、編集済データを作

成するものとする。 

２ 等高線データは、スクリーンモニター又は地図情報レベルの相当縮尺の出力図を用いて点検を行い、矛盾

箇所等の修正を行うものとする。 

３ 数値編集は数値図化に用いた数値図化手法を考慮して行うものとする。 

４ 各地物の形状の特徴を表現するように編集を行うものとする。 

（新規） 

（数値編集結果の点検） 

第１４５条 数値編集の結果の点検は、編集済データにより作成した出力図を用いて行うものとする。 

２ 編集済データの論理的矛盾等の点検は、点検プログラム等により行うものとする。 

（新規） 

第８節 数値地形図データファイルの作成 （新規） 

（要旨） 

第１４６条 「数値地形図データファイルの作成」とは、製品仕様書に従って編集済データから数値地形図デ

ータファイルを作成し、電磁的記録媒体に記録する作業をいう。 

（新規） 

第９節 品質評価 （新規） 

（品質評価） 

第１４７条 数値地形図データファイルの品質評価は、第４４条の規定を準用する。 

（新規） 

第１０節 成果等の整理 （新規） 

（メタデータの作成） 

第１４８条 数値地形図データファイルのメタデータ作成は、第４５条の規定を準用する。 

 

（新規） 

（成果等） 

第１４９条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 数値地形図データファイル 

二 三次元点群データ 

三 精度管理表 

四 品質評価表 

（新規） 



五 メタデータ 

六 その他の資料 
２ 外部標定要素付き写真を測量成果とする場合には、個人情報の保護及びプライバシーに配慮するものとす

る。 

第４章 空中写真測量 第３章 空中写真測量 

第１節 要 旨 第１節 要 旨 

（要旨） 

第１５０条 （略） 

（要 旨） 

第１０６条 （略） 

（数値地形図データの地図情報レベル） 

第１５１条  （略） 

（数値地形図データの地図情報レベル） 

第１０７条  （略） 

（工程別作業区分及び順序） 

第１５２条  （略） 

一～四 （略） 

（削除） 

五～十二 （略） 

（工程別作業区分及び順序） 

第１０８条  （略） 

一～四 （略） 

五 刺針 

六～十三 （略） 

第２節 作業計画 第２節 作業計画 

（要旨） 

第１５３条 （略） 

（要 旨） 

第１０９条 （略） 

第３節 標定点の設置 第３節 標定点の設置 

（要旨） 

第１５４条  本章において「標定点の設置」とは、既設点のほかに同時調整に必要な水平位置及び標高の基

準となる点（以下「標定点」という。）を設置する作業をいう。 

（要 旨） 

第１１０条  「標定点の設置」とは、既設点のほかに同時調整に必要な水平位置及び標高の基準となる点

（以下「標定点」という。）を設置する作業をいう。 

（標定点の精度） 

第１５５条 （略） 

（標定点の精度） 

第１１１条 （略） 

（方法） 

第１５６条 標定点の設置は、次の各号のとおりとする。ただし、前条に規定する精度を確保し得る範囲内に

おいて、既知点間の距離、標定点間の距離、路線長等は、この限りでない。 

一 水平位置は、第２編第２章の基準点測量に準じた観測、又は第３編第２章第４節第１款のＴＳ点の設置

に準じた観測で求めることができる。 

二 標高は、第２編第３章で規定する簡易水準測量に準じた観測、又は第３編第２章第４節第１款のＴＳ点

の設置に準じた観測で求めることができる。ただし、地図情報レベル２５００以上の数値地形図データを

作成する場合は、第２編第２章の基準点測量に準じた観測で標高を求めるものとする。 

２・３ （略） 

（方 法） 

第１１２条 標定点の設置は、次の各号のとおりとする。ただし、前条に規定する精度を確保し得る範囲内に

おいて、既知点間の距離、標定点間の距離、路線長等は、この限りでない。 

一 水平位置は、第２編第２章の基準点測量に準じた観測で行い、単点観測法を用いることができる。なお、

単点観測法の観測は、第９４条の規定を準用する。 

二 標高は、第２編第３章で規定する簡易水準測量に準じた観測で行うものとする。ただし、地図情報レベ

ル２５００以上の数値地形図データを作成する場合は、第２編第２章の基準点測量に準じた観測で標高を

求めることができる。 

２・３ （略） 

（成果等） 

第１５７条 （略） 

（成果等） 

第１１３条 （略） 

第４節  対空標識の設置 第４節  対空標識の設置 

（要旨） 

第１５８条 「対空標識の設置」とは、同時調整及び数値図化において基準点、水準点、標定点等（以下こ

（要 旨） 

第１１４条 「対空標識の設置」とは、同時調整において基準点、水準点、標定点等（以下この節において



の節において「基準点等」という。）の写真座標を測定するため、基準点等に一時標識を設置する作業を

いう。 

「基準点等」という。）の写真座標を測定するため、基準点等に一時標識を設置する作業をいう。 

（対空標識の規格及び設置等） 

第１５９条 （略） 

２ （略） 

一～五 （略） 

六 設置完了後、対空標識点明細表に設置点付近の見取図を記載し、写真の撮影を行うものとする。 

３ （略） 

（対空標識の規格及び設置等） 

第１１５条 （略） 

２ （略） 

一～五 （略） 

六 設置完了後、対空標識設置明細票に設置点付近の見取図を記載し、写真の撮影を行うものとする。 

３ （略） 

（対空標識の偏心） 

第１６０条 （略） 

（対空標識の偏心） 

第１１６条 （略） 

（偏心要素の測定及び計算） 

第１６１条 （略） 

（偏心要素の測定及び計算） 

第１１７条 （略） 

（対空標識の確認及び処置） 

第１６２条 （略） 

（削除） 

（対空標識の確認及び処置） 

第１１８条 （略） 

２  対空標識が明瞭に確認できない場合は、対空標識設置総数のおおむね３０パーセントを超えない範囲

で、刺針に代えることができる。 

（成果等） 

第１６３条 （略） 

一 対空標識点明細表 

二～五 （略） 

（成果等） 

第１１９条 （略） 

一 対空標識点明細票 

二～五 （略） 

第５節 撮影  第５節 撮 影 

第１款 要旨 第１款 要 旨 

（要旨） 

第１６４条 （略） 

（要 旨） 

第１２０条 （略） 

第２款 機  材 第２款 機 材 

（航空機及び撮影器材） 

第１６５条 （略） 

一・二 （略） 

三 ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置（空中写真の露出位置を解析するため、航空機搭載のＧＮＳＳ測量機及び空中

写真の露出時の傾きを検出するための３軸のジャイロ及び加速度計で構成されるＩＭＵ、解析ソフトウ

ェア、電子計算機及び周辺機器で構成されるシステムで、作業に必要な精度を有するものをいう。）のＧ

ＮＳＳアンテナが機体頂部に、ＩＭＵが航空カメラ本体に取り付け可能であること。 

２ （略） 

一 （略） 

二 フィルム航空カメラは、撮影に使用するフィルターと組み合わせた画面距離及び歪曲収差の検定値

が、０．０１ミリメートル位まで明確なものであること。 

三 （略） 

３ （略） 

（航空機及び撮影器材） 

第１２１条 （略） 

一・二 （略） 

三 ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置（空中写真の露出位置を解析するため、航空機搭載のＧＮＳＳ測量機及び空中写

真の露出時の傾きを検出するための３軸のジャイロ及び加速度計で構成されるＩＭＵ（慣性計測装置）、

解析ソフトウェア、電子計算機及び周辺機器で構成されるシステムで、作業に必要な精度を有するものを

いう。）のＧＮＳＳアンテナが機体頂部に、ＩＭＵが航空カメラ本体に取り付け可能であること。 

２ （略） 

一 （略） 

二 フィルム航空カメラは、撮影に使用するフィルターと組み合わせた画面距離及び歪曲収差の検定値

が、０．０１ミリメートル単位まで明確なものであること。 

三 （略） 

３ （略） 



４ （略） 

一・二 （略） 

三 撮影に使用するフィルターと組み合わせた画面距離及び歪曲収差の検定値が、０．０１ミリメートル

位まで明瞭なものであること。 

四・五 （略） 

５・６ （略） 

４ （略） 

一・二 （略） 

三 撮影に使用するフィルターと組み合わせた画面距離及び歪曲収差の検定値が、０．０１ミリメートル

単位まで明瞭なものであること。 

四・五 （略） 

５・６ （略） 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置） 

第１６６条 （略） 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置） 

第１２２条 （略） 

（空中写真の数値化に使用する機器等） 

第１６７条 （略） 

（空中写真の数値化に使用する機器等） 

第１２３条 （略） 

第３款 撮 影 第３款 撮 影 

（空中写真の撮影縮尺及び地上画素寸法） 

第１６８条 （略） 

（空中写真の撮影縮尺及び地上画素寸法） 

第１２４条 （略） 

（撮影計画） 

第１６９条 （略） 

（撮影計画） 

第１２５条 （略） 

（撮影時期） 

第１７０条 （略） 

（撮影時期） 

第１２６条 （略） 

（撮影飛行） 

第１７１条 （略） 

（撮影飛行） 

第１２７条 （略） 

（フィルムの使用） 

第１７２条 （略） 

（フィルムの使用） 

第１２８条 （略） 

（露出時間） 

第１７３条 （略） 

（露出時間） 

第１２９条 （略） 

（航空カメラの使用） 

第１７４条 （略） 

（航空カメラの使用） 

第１３０条 （略） 

（空中写真の重複度） 

第１７５条 （略） 

（空中写真の重複度） 

第１３１条 （略） 

第４款 ＧＮＳＳ／ＩＭＵデータの処理 第４款 ＧＮＳＳ／ＩＭＵデータの処理 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵデータの取得） 

第１７６条 （略） 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵデータの取得） 

第１３２条 （略） 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵの解析処理） 

第１７７条 （略） 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵの解析処理） 

第１３３条 （略） 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵ解析結果の点検） 

第１７８条 （略） 

（ＧＮＳＳ／ＩＭＵ解析結果の点検） 

第１３４条 （略） 

第５款 フィルムの処理 第５款 フィルムの処理 

（フィルムの写真処理） 

第１７９条 （略） 

（フィルムの写真処理） 

第１３５条 （略） 

（フィルムの点検） （フィルムの点検） 



第１８０条 （略） 第１３６条 （略） 

（ネガフィルムの編集） 

第１８１条 （略） 

（ネガフィルムの編集） 

第１３７条 （略） 

（ネガフィルムの収納） 

第１８２条 （略） 

（ネガフィルムの収納） 

第１３８条 （略） 

（空中写真の数値化） 

第１８３条 （略） 

（空中写真の数値化） 

第１３９条 （略） 

（数値化の範囲） 

第１８４条 （略） 

（数値化の範囲） 

第１４０条 （略） 

（指標座標の測定)  

第１８５条 （略） 

（指標座標の測定)  

第１４１条 （略） 

（内部標定） 

第１８６条 （略） 

（内部標定） 

第１４２条 （略） 

（空中写真の数値化の点検） 

第１８７条 （略） 

２ （略） 

３ （略） 

一・二 （略） 

三 空中写真数値化 作業記録簿・点検記録簿 

４・５ （略） 

（空中写真の数値化の点検） 

第１４３条 （略） 

２ （略） 

３ （略） 

一・二 （略） 

三 空中写真数値化作業記録簿及び点検記録簿 

４・５ （略） 

第６款 数値写真の統合処理 第６款 数値写真の統合処理 

（原数値写真の統合処理） 

第１８８条 （略） 

（原数値写真の統合処理） 

第１４４条 （略） 

（統合処理した数値写真の点検） 

第１８９条 （略） 

（統合処理した数値写真の点検） 

第１４５条 （略） 

第７款 数値写真の整理 第７款 数値写真の整理 

（数値写真の整理） 

第１９０条 （略） 

（数値写真の整理） 

第１４６条 （略） 

（標定図の作成） 

第１９１条 （略） 

（標定図の作成） 

第１４７条 （略） 

（数値写真の収納） 

第１９２条 （略） 

（数値写真の収納） 

第１４８条 （略） 

第８款 品質評価 第８款 品質評価 

（品質評価） 

第１９３条 （略） 

（品質評価） 

第１４９条 （略） 

第９款 成果等の整理 第９款 成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第１９４条 （略） 

（メタデータの作成） 

第１５０条 （略） 



（成果等） 

第１９５条 （略） 

一～五 （略） 

 六 精度管理表 

七 品質評価表 

八・九 （略） 

（成果等） 

第１５１条 （略） 

一～五 （略） 

六 品質評価表及び精度管理表 

（新規） 

七・八 （略） 

（削除） 第６節  刺 針 

（削除） （要 旨） 

第１５２条 「刺針」とは、同時調整において基準点等の写真座標を測定するため、基準点等の位置を現地

において空中写真上に表示する作業をいう。 

（削除） （刺針の実施） 

第１５３条 刺針は、設置した対空標識が空中写真上において明瞭に確認することができない場合に行うも

のとする。 

２ 刺針は、空中写真の撮影後、現地の状況が変化しない時期に行うものとする。ただし、計画機関が指示

し、又は承認した場合は、現地調査時期に行うことができる。 

（削除） （方 法） 

第１５４条 刺針は、原則として、現地において基準点等の位置を空中写真上の明瞭な地点に偏心を行って

表示することにより行うものとする。 

２ 刺針の誤差の許容範囲は、地上座標換算で、第１１１条に規定する標定点の精度の当該地図情報レベル

と同等とする。 

３ 刺針は、現地において周囲の状況を確認し、必要であれば空中写真の実体視を行い、周囲の明瞭な地物

との関係を確かめ、誤りの無いことを確認するものとする。また、刺針後にも誤りの有無を点検するもの

とする。 

（削除） （偏心要素の測定及び計算） 

第１５５条 偏心要素の測定及び計算については、第１１７条の規定を準用する。 

（削除） （成果等） 

第１５６条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 刺針点明細票 

二 偏心計算簿 

三 刺針点一覧図 

四 精度管理表 

五 その他の資料 

第６節 同時調整 第７節 同時調整 

（要旨） 

第１９６条 （略） 

（要 旨） 

第１５７条 （略） 

（方 法） 

第１９７条 （略） 

２～４ （略） 

（方 法） 

第１５８条 （略） 

２～４ （略） 



５ ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置で得られた外部標定要素の観測データのうち、計算に利用できるものは、第１７

８条の規定による点検を完了したものとする。 

５ ＧＮＳＳ／ＩＭＵ装置で得られた外部標定要素の観測データのうち、計算に利用できるものは、第１３

４条の規定による点検を完了したものとする。 

（標定点の選定） 

第１９８条 （略） 

（標定点の選定） 

第１５９条 （略） 

（パスポイント及びタイポイントの選定） 

第１９９条 （略） 

（パスポイント及びタイポイントの選定） 

第１６０条 （略） 

（写真座標の測定） 

第２００条 （略） 

（写真座標の測定） 

第１６１条 （略） 

（内部標定） 

第２０１条 （略） 

（内部標定） 

第１６２条 （略） 

（調整計算） 

第２０２条 （略） 

（調整計算） 

第１６３条 （略） 

（整理） 

第２０３条 （略） 

一 調整計算の成果表の平面位置及び高さの座標単位は、０．０１メートル位までとし、回転要素の角度

単位は、０．０００１度位までとする。 

二 （略） 

（整 理） 

第１６４条 （略） 

一 調整計算の成果表の単位は、平面位置及び高さの座標単位は、０．０１メートルとし、回転要素の角

度単位は、０．０００１度とする。 

二 （略） 

（成果等） 

第２０４条 （略） 

一～五 （略） 

六 精度管理表 

七 品質評価表 

八・九 （略） 

（成果等） 

第１６５条 （略） 

一～五 （略） 

六 品質評価表及び精度管理表 

（新規） 

七・八 （略） 

第７節 現地調査 第８節 現地調査 

（要旨） 

第２０５条 （略） 

（要 旨） 

第１６６条 （略） 

（予察） 

第２０６条 （略） 

（予 察） 

第１６７条 （略） 

（現地調査の実施） 

第２０７条 （略） 

（現地調査の実施） 

第１６８条 （略） 

（整理） 

第２０８条 （略） 

（整 理） 

第１６９条 （略） 

（接合） 

第２０９条 （略） 

（接 合） 

第１７０条 （略） 

（成果等） 

第２１０条 （略） 

（成果等） 

第１７１条 （略） 

第８節 数値図化 第９節 数値図化 

（要旨） （要 旨） 



第２１１条 （略） 第１７２条 （略） 

（デジタルステレオ図化機） 

第２１２条 （略） 

（デジタルステレオ図化機） 

第１７３条 （略） 

（取得する座標値の位） 

第２１３条 数値図化における地上座標値は、０．０１メートル位とする。 

（取得する座標値の単位） 

第１７４条 数値図化における地上座標値は、０．０１メートル単位とする。 

（ステレオモデルの構築） 

第２１４条 （略） 

（ステレオモデルの構築） 

第１７５条 （略） 

（細部数値図化） 

第２１５条 （略） 

２～４ （略）  

５ 陰影、ハレーション等の障害により判読困難な部分又は図化不能部分がある場合は、その部分の範囲を

表示し、現地補測（第２３１条第２項に規定する現地補測をいう。）を行う場合の必要な注意事項を記載

するものとする。 

６ （略） 

（細部数値図化） 

第１７６条 （略） 

２～４ （略） 

５ 陰影、ハレーション等の障害により判読困難な部分又は図化不能部分がある場合は、その部分の範囲を

表示し、現地補測（第１９２条第２項に規定する現地補測をいう。）を行う場合の必要な注意事項を記載

するものとする。 

６ （略） 

（数値図化の範囲） 

第２１６条 （略） 

（数値図化の範囲） 

第１７７条 （略） 

（地形データの取得） 

第２１７条 （略） 

（地形データの取得） 

第１７８条 （略） 

（標高点の選定） 

第２１８条 （略） 

（標高点の選定） 

第１７９条 （略） 

（標高点の測定） 

第２１９条 （略） 

（標高点の測定） 

第１８０条 （略） 

（他の測量方法によるデータの追加） 

第２２０条 数値図化データに、他の測量方法によるデータを追加する場合は第２２３条の規定を準用す

る。 

（他の測量方法によるデータの追加） 

第１８１条 数値図化データに、他の測量方法によるデータを追加する場合は第１８４条の規定を準用す

る。 

（数値図化データの点検） 

第２２１条 数値図化データの点検は、第２１４条から前条までの工程で作成された数値図化データをスク

リーンモニターに表示させて、空中写真、現地調査資料等を用いて行うものとする。 

２ （略） 

（数値図化データの点検） 

第１８２条 数値図化データの点検は、第１７５条から前条までの工程で作成された数値図化データをスク

リーンモニターに表示させて、空中写真、現地調査資料等を用いて行うものとする。 

２ （略） 

（地形補備測量） 

第２２２条 （略） 

 

（地形補備測量） 

第１８３条 （略） 

（地形補備測量の方法） 

第２２３条 （略） 

（地形補備測量の方法） 

第１８４条 （略） 

第９節 数値編集 第１０節 数値編集 

（要旨） 

第２２４条 （略） 

（要 旨） 

第１８５条 （略） 

（数値図化データ及び現地調査データ等の入力） （数値図化データ及び現地調査データ等の入力） 



第２２５条 （略） 第１８６条 （略） 

（数値編集） 

第２２６条 （略） 

（数値編集） 

第１８７条 （略） 

（接合） 

第２２７条 （略） 

２・３ （略） 

４ 基盤地図情報に該当する地物を含む場合は、第１０章第６節の規定を準用する。 

（接 合） 

第１８８条 （略） 

２・３ （略） 

４ 基盤地図情報に該当する地物を含む場合は、第９章第６節の規定を準用する。 

（出力図の作成） 

第２２８条 （略） 

（出力図の作成） 

第１８９条 （略） 

（点検） 

第２２９条 （略） 

（点 検） 

第１９０条 （略） 

第１０節 補測編集 第１１節 補測編集 

（要旨） 

第２３０条 （略） 

（要 旨） 

第１９１条 （略） 

（方法） 

第２３１条 （略） 

（方 法） 

第１９２条 （略） 

（補測編集） 

第２３２条 （略） 

２ 補測編集における編集処理は、第９節の数値編集の規定を準用する。 

（補測編集） 

第１９３条 補（略） 

２ 補測編集における編集処理は、第１０節の数値編集の規定を準用する。 

（出力図の作成） 

第２３３条 出力図の作成は、第２２８条の規定を準用する。 

（出力図の作成） 

第１９４条 出力図の作成は、第１８９条の規定を準用する。 

（出力図の点検） 

第２３４条 出力図の点検は、補測編集済データ及び前条の規定により作成した出力図を用い、第２３１条

第１項に規定する事項について行うものとする｡ 

（出力図の点検） 

第１９５条 出力図の点検は、補測編集済データ及び前条の規定により作成した出力図を用い、第１９２条

第１項に規定する事項について行うものとする。 

第１１節 数値地形図データファイルの作成 第１２節 数値地形図データファイルの作成 

（要旨） 

第２３５条 （略） 

（要 旨） 

第１９６条 （略） 

第１２節 品質評価 第１３節 品質評価 

（品質評価） 

第２３６条 （略） 

 

 

（品質評価） 

第１９７条 （略） 

第１３節 成果等の整理 第１４節 成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第２３７条 （略） 

（メタデータの作成） 

第１９８条 （略） 

（成果等） 

第２３８条 （略） 

一 （略） 

（成果等） 

第１９９条 （略） 

一 （略） 



二 精度管理表 

三 品質評価表 

四・五 （略） 

二 品質評価表及び精度管理表 

（新規） 

三・四 （略） 

第５章 既成図数値化 第４章 既成図数値化 

第１節 要 旨 第１節 要 旨 

（要旨） 

第２３９条 （略） 

（要 旨） 

第２００条 （略） 

（成果の形式） 

第２４０条 （略） 

（成果の形式） 

第２０１条 （略） 

（座標値の位） 

第２４１条 ベクタデータにおける地上座標値は、０．０１メートル位とする。 

２ （略） 

（座標値の単位） 

第２０２条 ベクタデータにおける地上座標値は、０．０１メートル単位とする。 

２ （略） 

（工程別作業区分及び順序） 

第２４２条 （略） 

（工程別作業区分及び順序） 

第２０３条 （略） 

第２節 作業計画 第２節 作業計画 

（要旨） 

第２４３条 （略） 

（要 旨） 

第２０４条 （略） 

第３節 計測用基図作成 第３節 計測用基図作成 

（要旨） 

第２４４条 （略） 

２ 既成図の原図が利用困難な場合は、複製用原図を利用することができる。 

３ 複製用原図は、図郭線及び対角線の点検を行うものとする。複製用原図の図郭線及び対角線に対する許

容範囲は次のとおりとする。ただし、誤差が許容範囲を超える場合は、補正が可能か適切に対応するもの

とする。 

一・二 （略） 

 

（要 旨） 

第２０５条 （略） 

２ 既成図の原図が利用困難な場合は、複製用原図（以下「原図」という。）を作成し計測することができる。 

３ 原図は、図郭線及び対角線の点検を行うものとする。原図の図郭線及び対角線に対する許容範囲は次のと

おりとする。ただし、誤差が許容範囲を超える場合は、補正が可能か適切に対応するものとする。 

 

一・二 （略） 

（計測用基図作成） 

第２４５条 計測用基図は、既成図の原図又は複製用原図を写真処理等により複製し、作成するものとす

る。 

２・３ （略） 

４ 計測用基図は、既成図の原図又は複製用原図と比較等を行い、画線の良否、表示内容等を点検し、必要

に応じて修正するものとする。 

（計測用基図作成） 

第２０６条 計測用基図は、既成図の原図を写真処理等により複製し、作成するものとする。 

 

２・３ （略） 

４ 計測用基図は、原図と比較等を行い、画線の良否、表示内容等を点検し、必要に応じて修正するものと

する。 

第４節 計 測 第４節 計 測 

（要旨） 

第２４６条 （略） 

（要 旨） 

第２０７条 （略） 

（計測機器） 

第２４７条 （略） 

（計測機器） 

第２０８条 （略） 

（デジタイザ計測） （デジタイザ計測） 



第２４８条 （略） 第２０９条 （略） 

（スキャナ計測） 

第２４９条 （略） 

（スキャナ計測） 

第２１０条 （略） 

第５節 数値編集  第５節 数値編集 

（要旨） 

第２５０条 （略） 

（要 旨） 

第２１１条 （略） 

（数値編集） 

第２５１条 （略） 

２ （略） 

３ 隣接する図郭間の計測データの不合は、接合処理により座標を一致させるものとする。 

４ 基盤地図情報に該当する地物を含む場合は、第１０章第６節の規定を準用する。 

（数値編集） 

第２１２条 （略） 

２ （略） 

３ 隣接する図郭間の地図データの不合は、接合処理により座標を一致させるものとする。 

４ 基盤地図情報に該当する地物を含む場合は、第９章第６節の規定を準用する。 

（数値編集の点検） 

第２５２条 （略） 

（数値編集の点検） 

第２１３条 （略） 

第６節 数値地形図データファイルの作成 第６節 数値地形図データファイルの作成 

（要旨） 

第２５３条 （略） 

（要 旨） 

第２１４条 （略） 

第７節 品質評価 第７節 品質評価 

（品質評価） 

第２５４条 （略） 

（品質評価） 

第２１５条 （略） 

第８節 成果等の整理 第８節 成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第２５５条 （略） 

（メタデータの作成） 

第２１６条 （略） 

（成果等） 

第２５６条 （略） 

一・二 （略） 

三 精度管理表 

四 品質評価表 

五・六 （略） 

（成果等） 

第２１７条 （略） 

一・二 （略） 

三 品質評価表及び精度管理表  

（新規） 

四・五 （略） 

第６章 修正測量 第５章 修正測量 
第１節  要 旨 第１節  要 旨 
（要旨） 

第２５７条 （略）  
（要 旨） 

第２１８条 （略） 
（方法） 

第２５８条 （略） 

一 （略） 

二 車載写真レーザ測量による修正 

三～八 （略） 

２・３ （略） 

（方 法） 

第２１９条 （略） 

一 （略） 

（新規） 

二～七 （略） 

２・３ （略） 



４ 接合は、第２２７条に準拠して行うものとする。 ４ 接合は、第１８８条に準拠して行うものとする。 
（工程別作業区分及び順序） 

第２５９条 （略） 

一 （略） 

二 車載写真レーザ測量による修正 

 イ 作業計画 

ロ 予察 

ハ 移動取得及びデータ処理 

ニ 修正数値図化 

ホ 現地補測 

ヘ 修正数値編集 

ト 数値地形図データファイルの更新 

チ 品質評価 

リ 成果等の整理 

三～八 （略）  

（工程別作業区分及び順序） 

第２２０条 （略） 

一 （略） 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 二～七 （略） 
（関係規定の準用） 

第２６０条 修正測量作業については、ここに定めるもののほか、第２章から第５章までの規定を準用す 

る。 

（関係規定の準用） 

第２２１条 修正測量作業については、ここに定めるもののほか、第２章から第４章までの規定を準用す

る。 
第２節 作業計画 第２節 作業計画 
（要旨） 

第２６１条 （略） 
（要 旨） 

第２２２条 （略） 
第３節 予 察 第３節 予 察 
（要旨） 

第２６２条 （略） 
（要 旨） 

第２２３条 （略） 
第４節  修正数値図化   第４節  修正数値図化 
第１款 空中写真測量による修正数値図化 第１款 空中写真測量による修正数値図化 
（要旨） 

第２６３条 （略） 

（要 旨） 

第２２４条 （略） 
（方法） 

第２６４条 修正データの取得は、予察結果等に基づき、第４章第８節の規定を準用する。 

２ （略） 

３ 第１７８条の規定によるＧＮＳＳ／ＩＭＵデータの点検を完了した外部標定要素を用いた標定におい

て、点検する地物等の数は６点以上とし、誤差の許容範囲は次表の値とし、誤差の許容範囲を超えた場合

には、旧数値地形図データの座標値を使用して同時調整を行うものとする。 

 （表略） 

（方 法） 

第２２５条 修正データの取得は、予察結果等に基づき、第３章第９節の規定を準用する。 

２ （略） 

３ 第１３４条の規定によるＧＮＳＳ／ＩＭＵデータの点検を完了した外部標定要素を用いた標定におい

て、点検する地物等の数は６点以上とし、誤差の許容範囲は次表の値とし、誤差の許容範囲を超えた場合

には、旧数値地形図データファイルの座標値を使用して同時調整を行うものとする。 

（表略）  
第２款 車載写真レーザ測量による修正数値図化 （新規） 
（要旨） 

第２６５条 本款において「修正数値図化」とは、車載写真レーザ測量により経年変化等の修正箇所の修正

（新規） 



データを取得する作業をいう。 
（方法） 

第２６６条 修正データの取得は、予察結果等に基づき、第３章第５節の規定を準用する。 
（新規） 

第３款  ＴＳ等を用いる修正数値図化 第２款  ＴＳ等を用いる修正数値図化 
（要旨） 

第２６７条 （略） 
（要 旨） 

第２２６条 （略） 
（方法） 

第２６８条 （略） 
（方 法） 

第２２７条 （略） 
第４款 キネマティック法による修正数値図化 第３款 キネマティック法による修正数値図化 
（要旨） 

第２６９条 （略） 
（要 旨） 

第２２８条 （略） 
（方法） 

第２７０条 （略） 
（方 法） 

第２２９条 （略） 
第５款 ＲＴＫ法による修正数値図化 第４款 ＲＴＫ法による修正数値図化 
（要旨） 

第２７１条 （略） 
（要 旨） 

第２３０条 （略） 
（方法） 

第２７２条 （略） 
（方 法） 

第２３１条 （略） 
第６款 ネットワーク型ＲＴＫ法による修正数値図化 第５款 ネットワーク型ＲＴＫ法による修正数値図化 
（要旨） 

第２７３条 （略） 
（要 旨） 

第２３２条 （略） 
（方法） 

第２７４条 （略） 
（方 法） 

第２３３条 （略） 
第７款 既成図を用いる方法による修正数値図化 第６款 既成図を用いる方法による修正数値図化 
（要旨） 

第２７５条 （略） 
（要 旨） 

第２３４条 （略） 
（使用する既成図の要件） 

第２７６条 使用する既成図の要件は、次のとおりとする。 

一・二 （略） 

三 既成図の精度は、これにより取得された修正データが第２５７条第２項の規定に掲げる精度を満たす

ものとする。 

四 （略） 

２ （略） 

（使用する既成図の要件） 

第２３５条 （略） 

一・二 （略） 

三 既成図の精度は、これにより取得された修正データが第２１８条第２項の規定に掲げる精度を満たす

ものとする。 

四 （略） 

２ （略） 
（方法） 

第２７７条 （略） 
（方 法） 

第２３６条 （略） 
第８款 他の既成データを用いる方法による修正数値図化 第７款 他の既成データを用いる方法による修正数値図化 
（要旨） 

第２７８条 本款において「修正数値図化」とは、他の測量作業により作成された数値地形図データ(以下、

（要 旨） 

第２３７条 本款において「修正数値図化」とは、他の測量作業により作成された数値地形図データを使用



「他の既成データ」という。)を使用して、修正データを取得する作業をいう。 して、修正データを取得する作業をいう。 
（使用する他の既成データの要件） 

第２７９条 使用する他の既成データの要件は、第２７６条の規定を準用する。 
（使用する他の既成データの要件） 

第２３８条 使用する他の既成データの要件は、第２３５条の規定を準用する。 
（方法） 

第２８０条 修正データは、予察結果等に基づき他の既成データから取得するとともに、修正データの分類コ

ード等は、必要な変換を行うものとする。 

（方 法） 

第２３９条 修正データは、予察結果等に基づき既成の数値地形図データから取得するとともに、修正デー

タの分類コード等は、必要な変換を行うものとする。 
第５節 現地調査 第５節 現地調査 
（要旨） 

第２８１条 （略） 
（要 旨） 

第２４０条 （略） 
第６節 修正数値編集 第６節 修正数値編集 
（要旨） 

第２８２条 （略） 
（要 旨） 

第２４１条 （略） 
（方法） 

第２８３条 （略） 
（方 法） 

第２４２条 （略） 
（編集済数値地形図データの点検） 

第２８４条 （略） 

２ 編集済数値地形図データの論理的矛盾の点検は、点検プログラム等により行うものとする。 

（編集済数値地形図データの点検） 

第２４３条 （略） 

２ 編集済データの論理的矛盾の点検は、点検プログラム等により行うものとする。 
第７節 数値地形図データファイルの更新 第７節 数値地形図データファイルの更新 
（要旨） 

第２８５条 （略） 
（要 旨） 

第２４４条 （略） 
第８節 品質評価 第８節 品質評価 
（品質評価） 

第２８６条 （略） 
（品質評価） 

第２４５条 （略） 
第９節 成果等の整理 第９節 成果等の整理 
（メタデータの作成） 

第２８７条 （略） 
（メタデータの作成） 

第２４６条 （略） 
（成果等） 

第２８８条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 （略） 

二 精度管理表 

三 品質評価表 

四・五 （略） 

（成果等） 

第２４７条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一 （略） 

二 品質評価表及び精度管理表 

（新規） 

三・四 （略） 
第７章 写真地図作成 第６章 写真地図作成 

第１節  要 旨 第１節  要 旨 
（要旨）  

第２８９条 （略） 
（要 旨） 

第２４８条 （略） 
（写真地図作成） 

第２９０条 （略） 

（写真地図作成） 

第２４９条 （略） 



２ 空中写真の撮影方法は、第４章第５節の規定を準用する。 ２ 空中写真の撮影方法は、第３章第５節の規定を準用する。 
（方法） 

第２９１条 （略） 
（方 法） 

第２５０条 （略） 
（工程別作業区分及び順序）   

第２９２条 （略） 

一～四 （略） 

（削除） 

五～十一 （略） 

（工程別作業区分及び順序） 

第２５１条 （略） 

一～四 （略） 

五 刺針 

六～十二 （略） 
（空中写真測量に関する規定の準用） 

第２９３条 前条第一号から第六号の作業については、次に規定するところによるほか、第４章第２節から

第９節までの規定を準用する。 

一・二 （略） 

三 数値地形モデルの作成におけるブレークライン、等高線、標高点等の計測は、第４章第８節の規定を

準用する。 

四 写真地図データに重ね合わせる注記等のデータを作成する場合には、第４章第６節から第９節までの規

定を準用する。 

（空中写真測量に関する規定の準用） 

第２５２条 前条第一号から第七号の作業については、次に規定するところによるほか、第３章第２節から

第１０節までの規定を準用する。 

一・二 （略） 

三 数値地形モデルの作成におけるブレークライン、等高線、標高点等の計測は、第３章第９節の規定を

準用する。 

四 写真地図データに重ね合わせる注記等のデータを作成する場合には、第３章第７節から第１０節までの

規定を準用する。 
第２節 作業計画 第２節 作業計画 
（要旨） 

第２９４条 （略） 
（要 旨） 

第２５３条 （略） 
（使用する数値写真） 

第２９５条 （略） 
（使用する数値写真） 

第２５４条 （略） 
第３節 数値地形モデルの作成 第３節 数値地形モデルの作成 
（要旨） 

第２９６条 （略） 
（要 旨） 

第２５５条 （略） 
（標高の取得） 

第２９７条 標高は、デジタルステレオ図化機等を用いて、第２９１条第２項の規定を満たした精度で取得

するものとする。必要に応じて局所歪みを補正するための地性線等を取得するものとする。 

２～４ （略） 

５ 標高点計測法により標高点を選定する場合は、第２１８条の規定を準用する。 

６ 自動標高抽出技術におけるグリッド間隔は、画像相関間隔が第２９１条第２項の規定による精度を満た

すものとする。 

７～１０ （略） 

（標高の取得） 

第２５６条 標高は、デジタルステレオ図化機等を用いて、第２５０条第２項の規定を満たした精度を有し、

必要に応じて局所歪みを補正するための地性線等を取得するものとする。 

２～４ （略） 

５ 標高点計測法により標高点を選定する場合は、第１７９条の規定を準用する。 

６ 自動標高抽出技術におけるグリッド間隔は、画像相関間隔が第２５０条第２項の規定による精度を満た

すものとする。 

７～１０ （略） 
（数値地形モデルへの変換） 

第２９８条 数値地形モデルへの変換は、前条で取得した標高により第２９１条第２項の規定を満たすグリッ

ド又は不整三角網を用いるものとする。 

２ 数値地形モデルの形状をグリッドで作成する場合は、グリッド間隔は第２９１条第２項の規定を準用す

る。 

３～５ （略） 

（数値地形モデルへの変換） 

第２５７条 数値地形モデルへの変換は、前条で取得した標高により第２５０条第２項の規定を満たすグリ

ッド又は不整三角網を用いるものとする。 

２ 数値地形モデルの形状をグリッドで作成する場合は、グリッド間隔は第２５０条第２項の規定を準用す

る。 

３～５ （略） 



（数値地形モデルの編集） 

第２９９条 （略） 
（数値地形モデルの編集） 

第２５８条 （略） 
（数値地形モデルファイルの作成） 

第３００条 （略） 

２ 数値地形モデルファイルの格納単位は、第３０８条に規定する写真地図データファイルの格納単位と同

一とする。 

３ （略） 

（数値地形モデルファイルの作成） 

第２５９条 （略） 

２ 数値地形モデルファイルの格納単位は、第２６７条に規定する写真地図データファイルの格納単位と同

一とする。 

３ （略） 
（数値地形モデルファイルの点検） 

第３０１条 数値地形モデルファイルの点検は、前条で作成した数値地形モデルファイルを用いて行うもの

とする。 

２ 数値地形モデルファイルの標高点精度は、第２９１条第２項の規定を準用する。 

３・４ （略）  

（数値地形モデルファイルの点検） 

第２６０条 数値地形モデルファイルの点検は、前条で作成した数値地形モデルを用いて行うものとする。 

２ 数値地形モデルファイルの標高点精度は、第２５０条第２項の規定を準用する。 

３・４ （略） 

第４節 正射変換 第４節 正射変換 
（要旨） 

第３０２条 （略） 
（要 旨） 

第２６１条 （略） 
（正射投影画像の作成） 

第３０３条 （略） 

２ 正射投影画像の地上画素寸法は、第２９１条第２項の規定を準用する。 

３ 内部標定は、第２０１条の規定を準用する。 

４ （略） 

（正射投影画像の作成） 

第２６２条 （略） 

２ 正射投影画像の地上画素寸法は、第２５０条第２項の規定を準用する。 

３ 内部標定は、第１６２条の規定を準用する。 

４ （略） 
第５節 モザイク 第５節 モザイク 
（要旨） 

第３０４条 （略） 
（要 旨） 

第２６３条 （略） 
（方法） 

第３０５条 （略） 

２ モザイクは、線状対象物においては不整合のないように努め、その他の対象物においては第２９１条第２

項に規定する水平位置の精度を満たすものとする。 

（方 法） 

第２６４条 （略） 

２ モザイクは、線状対象物においては不整合のないように努め、その他の対象物においては第２５０条第２

項に規定する水平位置の精度を満たすものとする。 
（モザイク画像の点検） 

第３０６条 （略） 
（モザイク画像の点検） 

第２６５条 （略） 
第６節 写真地図データファイルの作成 第６節 写真地図データファイルの作成 
（要旨） 

第３０７条 （略） 

２ （略） 

３ 注記等のデータを取得した場合には、第４章第８節又は第９節の規定により格納するものとする。 

（要 旨） 

第２６６条 （略） 

２ （略） 

３ 注記等のデータを取得した場合には、第３章第９節又は第１０節の規定により格納するものとする。 
（写真地図データファイル等の格納） 

第３０８条 （略） 
（写真地図データファイル等の格納） 

第２６７条 （略） 
第７節 品質評価 第７節 品質評価 
（品質評価） （品質評価） 



第３０９条 （略） 第２６８条 （略） 
第８節 成果等の整理 第８節 成果等の整理 
（メタデータの作成） 

第３１０条 （略） 
（メタデータの作成） 

第２６９条 （略） 
（成果等） 

第３１１条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一～三 （略） 

四 精度管理表 

五 品質評価表 

六・七 （略） 

（成果等） 

第２７０条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一～三 （略） 

四 品質評価表及び精度管理表 

（新規） 

五・六 （略） 
第８章 航空レーザ測量 第７章 航空レーザ測量 

第１節 要 旨 第１節 要旨 
（要旨） 

第３１２条 （略） 
（要 旨） 

第２７１条 （略） 
（地図情報レベルと格子間隔） 

第３１３条 （略） 
（地図情報レベルと格子間隔） 

第２７２条 （略） 
（工程別作業区分及び順序） 

第３１４条 （略） 
（工程別作業区分及び順序） 

第２７３条 （略） 
第２節 作業計画 第２節 作業計画 
（要旨） 

第３１５条 （略） 
（要 旨） 

第２７４条 （略） 
第３節 固定局の設置 第３節 固定局の設置 
（固定局の設置） 

第３１６条 （略） 
（固定局の設置） 

第２７５条 （略） 
（固定局の点検） 

第３１７条 （略） 
（固定局の点検） 

第２７６条 （略） 
第４節 航空レーザ計測 第４節 航空レーザ計測 
（航空レーザ計測） 

第３１８条 （略） 
（航空レーザ計測） 

第２７７条 （略） 
（航空レーザ測量システム） 

第３１９条 （略） 

２ （略） 

一・二 （略）  

 三 ＧＮＳＳ測量機は、次表に掲げるもの又はこれらと同等以上の性能を有するものとする。 

項 目 性  能 

水平成分 0.3ｍ 

高さ成分 0.3ｍ 

四～八 （略） 

（航空レーザ測量システム） 

第２７８条 （略） 

２ （略） 

一・二 （略） 

 三 ＧＮＳＳ測量機は、次表に掲げるもの又はこれらと同等以上の性能を有するものとする。 

項 目 性  能 

水平位置 0.3ｍ 

高さ 0.3ｍ 

四～八 （略） 



（計測データの取得） 

第３２０条 （略） 
（計測データの取得） 

第２７９条 （略） 
（航空レーザ用数値写真） 

第３２１条 （略） 
（航空レーザ用数値写真） 

第２８０条 （略） 
（航空レーザ計測の点検） 

第３２２条 （略） 

２～４ （略） 

５ 計測データの点検は、次の各号について行うものとする。 

一・二 （略） 

６～８ （略） 

（航空レーザ計測の点検） 

第２８１条 （略） 

２～４ （略） 

５ 計測データの点検は次の各号について行うものとする。 

一・二 （略） 

６～８ （略） 
第５節 調整用基準点の設置 第５節 調整用基準点の設置 
（調整用基準点の設置） 

第３２３条 （略） 
（調整用基準点の設置） 

第２８２条 （略） 
（調整用基準点の測定） 

第３２４条 調整用基準点の測定は、次の各号のとおりとする。 

一 水平位置の測定は、第２編第２章で規定する４級基準点測量により行う。ただし、近傍に必要な既知点

がない場合には、第５９条第６項第二号に規定する単点観測法に準じて行うことができる。 

二 標高の測定は、第２編第３章で規定する４級水準測量により行う。ただし、近傍に必要な水準点がな

い場合には、測定する調整用基準点に最も近い２点以上の水準点を既知点として第２編第２章基準点測

量に規定するＧＮＳＳ観測のスタティック法に準じて行うことができる。 

２ （略） 

（調整用基準点の測定） 

第２８３条 調整用基準点の測定は、４級基準点測量及び４級水準測量により実施することを原則とし、必要

に応じて次の各号により行うものとする。 

一 水平位置の測定において近傍に必要な既知点がない場合には、第５９条第６項第二号に規定する単点観

測法に準じて行う。 

二 標高の測定において近傍に必要な水準点がない場合には、測定する調整用基準点に最も近い２点以上

の水準点及び調整用基準点にＧＮＳＳ測量機を設置し、スタティック法により行う。 

２ （略） 
第６節 三次元計測データの作成 第６節 三次元計測データの作成 
（三次元計測データの作成） 

第３２５条 （略） 
（三次元計測データの作成） 

第２８４条 （略） 
（三次元計測データの点検） 

第３２６条 （略） 

２ （略） 

３ （略） 
一 （略） 
二 すべての調整用基準点での点検の結果、較差の平均値の絶対値が２５センチメートル以上又は標準偏差

が２５センチメートル以上の場合は、原因を調査の上、再計算処理又は再測等の是正処置を講じる。ただ

し、較差の傾向が、作業地域全体で同じ場合は第３３３条の規定に基づき補正を行う。 

（三次元計測データの点検） 

第２８５条 （略） 

２ （略） 

３ （略） 
一 （略） 
二 すべての調整用基準点での点検の結果、較差の平均値の絶対値が２５センチメートル以上又は標準偏差

が２５センチメートル以上の場合は、原因を調査の上、再計算処理又は再測等の是正処置を講じる。ただ

し、較差の傾向が、作業地域全体で同じ場合は第２９２条の規定に基づき補正を行う。 
（コース間標高値の点検） 

第３２７条 （略） 
２ （略） 

一 点検箇所の数は、（コース長 キロメートル/10＋１）の小数点以下切り上げとする。 
二～六 （略） 

３ （略） 

（コース間標高値の点検） 

第２８６条 （略） 
２ （略） 

一 点検箇所の数は、（コース長km/10＋１）の小数点以下切り上げとする。 
二～六 （略） 

３ （略） 



（再点検） 

第３２８条 （略） 
（再点検） 

第２８７条 （略） 
（航空レーザ用写真地図データの作成） 

第３２９条 （略） 
（航空レーザ用写真地図データの作成） 

第２８８条 （略） 
（水部ポリゴンデータの作成） 

第３３０条 （略） 
（水部ポリゴンデータの作成） 

第２８９条 （略） 
（欠測率の計算） 

第３３１条 （略） 
（欠測率の計算） 

第２９０条 （略） 
（データの点検） 

第３３２条 （略） 
（データの点検） 

第２９１条 （略） 
第７節 オリジナルデータの作成 第７節 オリジナルデータの作成 
（オリジナルデータの作成） 

第３３３条 （略） 
（オリジナルデータの作成） 

第２９２条 （略） 
（オリジナルデータの点検） 

第３３４条 （略） 
（オリジナルデータの点検） 

第２９３条 （略） 
第８節 グラウンドデータの作成 第８節 グラウンドデータの作成 
（グラウンドデータの作成） 

第３３５条 （略） 
（グラウンドデータの作成） 

第２９４条 （略） 
（低密度ポリゴンデータの作成） 

第３３６条 （略） 
（低密度ポリゴンデータの作成） 

第２９５条 （略） 
（既存データとの整合） 

第３３７条 （略） 
（既存データとの整合） 

第２９６条 （略） 
（フィルタリング点検図の作成） 

第３３８条 （略） 
（フィルタリング点検図の作成） 

第２９７条 （略） 
（フィルタリングの点検） 

第３３９条 （略） 

一 第３３５条第３項に規定するフィルタリング対象項目のオリジナルデータ採否の適否 

二・三 （略） 

２・３ （略） 

（フィルタリングの点検） 

第２９８条 （略） 

一 第２９４条第３項に規定するフィルタリング対象項目のオリジナルデータ採否の適否 

二・三 （略） 

２・３ （略） 
第９節 グリッドデータの作成 第９節 グリッドデータの作成 
（グリッドデータの作成） 

第３４０条 （略） 

２～５ （略） 

６ グリッドデータにおける標高値は、０．１メートル位とする。 

（グリッドデータの作成） 

第２９９条 （略） 

２～５ （略） 

６ グリッドデータにおける標高値は、０．１メートル単位とする。 
（グリッドデータ点検図の作成） 

第３４１条 （略） 
（グリッドデータ点検図の作成） 

第３００条 （略） 
（グリッドデータの点検） 

第３４２条 （略） 
（グリッドデータの点検） 

第３０１条 （略） 



第１０節 等高線データの作成 第１０節 等高線データの作成 
（等高線データの作成） 

第３４３条 （略） 
（等高線データの作成） 

第３０２条 （略） 
（等高線データの点検） 

第３４４条 （略） 
（等高線データの点検） 

第３０３条 （略） 
第１１節 数値地形図データファイルの作成 第１１節 数値地形図データファイルの作成 
（要旨） 

第３４５条 （略） 
２ 本節において数値地形図データファイルは、次の各号のとおりとする。 

一～九 （略） 

（要 旨） 

第３０４条 （略） 
２ 数値地形図データファイルは、次の各号のとおりとする。 

一～九 （略） 
第１２節 品質評価 第１２節 品質評価 
（品質評価） 

第３４６条 （略） 
（品質評価） 

第３０５条 （略） 
第１３節 成果等の整理 第１３節 成果等の整理 
（メタデータの作成） 

第３４７条 （略） 

（メタデータの作成） 

第３０６条 （略） 
（成果等） 

第３４８条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一・二 （略） 

三 精度管理表 

四 品質評価表 

五・六 （略） 

（成果等） 

第３０７条 成果等は、次の各号のとおりとする。 

一・二 （略） 

三 品質評価表及び精度管理表 

（新規） 

四・五 （略） 
第９章 地図編集 第８章 地図編集 

第１節 要 旨 第１節 要 旨 
（要旨） 

第３４９条 （略） 
（要 旨） 

第３０８条 （略） 
（基図データ） 

第３５０条 （略） 
（基図データ） 

第３０９条 （略） 
（地図編集） 

第３５１条 （略） 
（地図編集） 

第３１０条 （略） 
（編集資料） 

第３５２条 （略） 
（編集資料） 

第３１１条 （略） 
（工程別作業区分及び順序） 

第３５３条 （略） 
（工程別作業区分及び順序） 

第３１２条 （略） 
第２節 作業計画 第２節 作業計画 
（要旨） 

第３５４条 （略） 
（要 旨） 

第３１３条 （略） 
第３節 資料収集及び整理 第３節 資料収集及び整理 



（要旨） 

第３５５条 （略） 
（要 旨） 

第３１４条 （略） 
第４節 編集原稿データの作成 第４節 編集原稿データの作成 
（要旨） 

第３５６条 （略） 
（要 旨） 

第３１５条 （略） 
（編集原稿データの作成） 

第３５７条 （略） 
（編集原稿データの作成） 

第３１６条 （略） 
第５節 編 集 第５節 編 集 
（要旨） 

第３５８条 （略） 
（要 旨） 

第３１７条 （略） 
（編集原図データの作成） 

第３５９条 （略） 
（編集原図データの作成） 

第３１８条 （略） 
（接合） 

第３６０条 （略） 
（接 合） 

第３１９条 （略） 
第６節 数値地形図データファイルの作成 第６節 数値地形図データファイルの作成 
（数値地形図データファイルの作成） 

第３６１条 （略） 
（数値地形図データファイルの作成） 

第３２０条 （略） 
第７節 品質評価 第７節 品質評価 
（品質評価） 

第３６２条 （略） 
（品質評価） 

第３２１条 （略） 
第８節 成果等の整理 第８節 成果等の整理 
（メタデータの作成） 

第３６３条 （略） 
（メタデータの作成） 

第３２２条 （略） 
（成果等） 

第３６４条 （略） 

一・二 （略） 

三 精度管理表 

四 品質評価表 

五・六 （略） 

 

 

 

（成果等） 

第３２３条 （略） 

一・二 （略） 

三 品質評価表及び精度管理表 

（新規） 

四・五 （略） 

第１０章   基盤地図情報の作成 第９章   基盤地図情報の作成 
第１節  要 旨 第１節  要 旨 
（要旨） 

第３６５条 （略） 
（要 旨） 

第３２４条 （略） 
第２節  基盤地図情報の作成方法 第２節  基盤地図情報の作成方法 
（基盤地図情報の作成方法） （基盤地図情報の作成方法） 



第３６６条 （略） 第３２５条 （略） 
第３節 既存の測量成果等の編集による基盤地図情報の作成 第３節 既存の測量成果等の編集による基盤地図情報の作成 
（要旨） 

第３６７条 （略） 
（要 旨） 

第３２６条 （略） 
（工程別作業区分及び順序） 

第３６８条 （略） 
（工程別作業区分及び順序） 

第３２７条 （略） 
第４節 作業計画 第４節 作業計画 
（要旨） 

第３６９条 （略） 
（要 旨） 

第３２８条 （略） 
第５節 既存の測量成果等の収集及び整理 第５節 既存の測量成果等の収集及び整理 
（要旨） 

第３７０条 （略） 
（要 旨） 

第３２９条 （略） 
第６節 基盤地図情報を含む既存の測量成果等の調整 第６節 基盤地図情報を含む既存の測量成果等の調整 
（要旨） 

第３７１条 （略） 
（要 旨） 

第３３０条 （略） 
（位置整合性等の向上の区分） 

第３７２条 （略） 
（位置整合性等の向上の区分） 

第３３１条 （略） 
（接合） 

第３７３条 （略） 
（接 合） 

第３３２条 （略） 
（相対位置の調整） 

第３７４条 （略） 
（相対位置の調整） 

第３３３条 （略） 
第７節 基盤地図情報項目の抽出 第７節 基盤地図情報項目の抽出 
（要旨） 

第３７５条 （略） 
（要 旨） 

第３３４条 （略） 
第８節 品質評価 第８節 品質評価 
（要旨） 

第３７６条 （略） 

（要 旨） 

第３３５条 （略） 

第９節 成果等の整理 第９節 成果等の整理 
（メタデータの作成） 

第３７７条 （略） 
（メタデータの作成） 

第３３６条 （略） 
（成果等） 

第３７８条 （略） 

一 （略） 

二 精度管理表 

三 品質評価表 

四・五 （略） 

（成果等） 

第３３７条 （略） 

一 （略） 

二 品質評価表及び精度管理表 

（新規） 

三・四 （略） 
 


